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R6 竹田市スマート窓口「書かない窓口」等導入業務 

 

１ 目的 

本業務は、竹田市（以下「発注者」という。）が、市役所における住民の各種手続きに要

する利便性の向上及び職員の負担軽減を図るため、既に導入済みの電子申請システム「LoGo

フォーム」を活用し、窓口支援システム等を導入することで「行かない」「待たない」「書か

ない窓口」（以下「書かない窓口」等）を実現することで、住民サービスの利便性と快適性

の向上を図ることを目的とする。 

 

２ 業務概要 

（１）R6 竹田市スマート窓口「書かない窓口」等導入業務 

（２）導入場所 

    別添仕様書のとおり 

（３）履行期間 

    契約締結の翌日から令和７年３月１０日まで 

（４）業務内容 

    別添仕様書のとおり 

（５）提案上限額 

    本業務の提案上限額は、金５６，３２６千円 

 

３ プロポーザルへの参加資格要件 

本プロポーザルに参加できる者は、次の参加資格要件を全て満たす者とする。 

（１）法人に関すること 

ア 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しないこと。 

イ 竹田市が発注する建設工事等の契約に係る指名競争入札参加者の資格を有する者

に対する指名停止等措置要領（平成17年竹田市告示第100号）に基づく指名停止措置

を受けていない者であること。 

ウ 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生   

法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていないこと。 

エ 破産法（平成16年法律第75号）に基づく破産手続開始の申立てがなされていない

こと。 

オ 国税及び地方税を滞納している者でないこと。 

カ 提案上限額の範囲内で業務が遂行できること。 

キ 経営者等（事業主又は法人の役員、支配人若しくはその支店若しくは営業所を代

表する者をいう。）が、暴力団関係者（暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止
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等に関する法律（平成3年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）、

暴力団（同法第２条第２号に規定する暴力団をいう。）若しくは暴力団員と交わりを

持つ者又は暴力団若しくは暴力団員が経営を支配し若しくは利用していると認めら

れる企業若しくは団体をいう。）でないこと。なお、資格要件確認のため、大分県警

察本部に照会する場合がある。 

ク 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団、

同条第６号に規定する暴力団員である役職者を有する団体及びそれらの利益となる

活動を行う者でないこと。 

ケ 参加表明書等の提出期限までに、竹田市物品等供給契約の競争入札参加資格審査

要綱（平成22年告示第116号）に規定する竹田市競争入札参加資格者名簿に登録する

法人であること。 

コ 運用保守体制を考慮し、九州管内に事業所があり、運用保守可能な職員が在籍し

ている法人であること。 

 

４ 参加手続等 

本プロポーザルに参加を希望する者は、令和6年8月1日（木）17時までに参加表明書【様

式第１号】を電子メールで提出すること。参加表明書は、持参又は郵送でも受け付けるもの

とするが、郵送の場合、受付期間内必着とする。 

（１）提出先 

事務局（竹田市役所本庁舎１階情報推進課DX推進係） 

（２）受付期間 

令和6年７月19日（金）9時から令和6年8月1日（木）17時まで。 

※郵送の場合、受付期間内必着とし、受付日は事務局が受領した日とする。なお、提出

の際は、封筒等の表面に「参加表明書在中」と朱書きすること。 

（３）参加表明書には、次の事項が記載された書面を添付すること。 

ア 会社概要及び本業務の実施体制【任意様式】 

イ 業務実績【様式第２号】 

ウ 見積書【様式第３号】 

提案に係る見積金額総額及び明細（消費税及び地方消費税を含んだ金額及び

構築、保守費用や職員向け研修の実施等に係る費用など）が分かるように記載す

ること。 

エ 事業費積算内訳書【任意様式】 

（４）資格審査（プロポーザル参加可否通知） 

参加表明書（添付書類を含む。）を提出し、参加資格要件を満たすと判定された者に

は、事務局から企画提案会（プレゼンテーション）の日時等を令和6年8月2日（金）（予

定）に電子メールで通知する。なお、参加資格要件を満たす事業者が３者を超えた場合
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は、プロポーザル審査委員会（以下「審査委員会」という。）において実績等による書

類審査を行い、３者を選定します。 

 

５ 日程 

日程は、次のとおりとする。ただし、都合により変更する場合がある。期間等が変更と

なった場合は、その都度、下表のスケジュールを更新する。 

項目日程 

公告               令和6年7月18日（木） 

質問の受付         令和6年7月19日（金）～ 7月26日（金）12時 

質問に対する回答   令和6年7月30日（火）17時 

参加表明書の受付  令和6年7月19日（金）～ 8月1日（木）17時 

現場説明会 

    現状の手続きの実演及び説明 令和6年8月6日（火）18時から 

企画提案書等の受付 令和6年8月2日（金）～ 8月19日（月）17時 

企画提案書に対する事前ヒアリング 

         令和6年8月26日（月） 

企画提案会（プレゼンテーション） 令和6年8月29日（木）（予定） 

プロポーザル結果の通知・公表   令和6年8月30日（金）（予定） 

契約締結  令和6年９月上旬 

 

６ 質問の受付及び回答 

本プロポーザルに関する質問の受付及び回答方法は、次のとおりとする。なお、審査及

び評価に関する質問及び回答に対する再質問は、一切受け付けない。 

（１）受付期間 

令和6年7月19日（木）9時から令和6年７月26日（金）12時まで。また、提出期日につい

ては、受付期間内必着とする。 

（２）質問方法 

質問書【様式第４号】を電子メールで事務局へ提出すること。質問書の受信を確認した

後、受け付けた旨のメールを返信する。電子メール以外の方法による質問は受け付けな

い。 

（３）回答 

質問に対する回答は、質問者の名称等を伏せた上、令和6年7月30日（火）（予定）まで

に市公式ホームページに掲載する。 

（４）その他 

質問に対する回答事項は、本要領及び仕様書の追加又は修正として取り扱うものとす

る。 
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７ 企画提案書等の提出 

プロポーザルに参加する者は、次のとおり企画提案書を提出すること。 

（１）提出書類及び提出方法 

企画提案書（Ａ４・タテヨコ様式任意）を電子メールで事務局へ提出すること。（工

程表を含む。） 

※データはPDF形式またはパワーポイント形式とし、データ容量は全体で10ＭＢ以内と

する。容量を超える場合は別途連絡のこと。 

（２）受付期間 

令和6年8月2日（金）9時から令和6年8月19日（月）17時まで。 

（３）その他 

ア 企画提案書の内容は、仕様書を熟読した上で提案者が責任を持って必ず履行でき

るものとすること。 

イ 仕様書は必要最低限の要件を定めたものであるが、仕様書の内容を満たす代替案

は認めるものとする。 

ウ 仕様書に記載のない事項であっても、独自の判断により本業務に必要であると思

われる業務がある場合及び業務を行う上で、発注者にメリットがあると思われる業

務においては､ 積極的に提案すること。ただし、これに係る経費は、提出する見積額

に含むものとする。 

エ 企画提案書は、原則として文字サイズを12ポイント以上とする。ただし、グラフや

図表等の文字についてはこの限りでない。 

オ 企画提案書を受領した場合は、受領した旨を事務局から電子メールで通知する。 

 

８ 提出書類の取扱い 

（１）提出書類の取扱い 

ア 提出書類の再提出、追加及び変更をすることは一切認めないものとする。ただし、

誤字脱字程度の軽微な修正については、事務局担当者へ事前に連絡をした上で修正

できるものとする。 

イ 提出書類は返却しないものとする。 

ウ 提出書類は、本プロポーザルによる受注者選定のみに使用するが、竹田市情報公

開条例（平成17年竹田市条例第13号）に基づき、公文書の開示請求がされた場合は、

一部又は全部について公開する場合がある。 

（２）失格事項 

次のいずれかに該当する場合は、失格とし審査の対象としないものとする。 

ア 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていない場合 

イ 見積額が本業務の提案上限額を超えている場合 
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ウ 虚偽の内容が記載されている場合 

エ 参加申込時の提出書類及び企画提案書の作成留意事項、提出方法に適合していな

い場合オ本プロポーザルに関して審査委員会の委員と接触を行った者、又は審査の

公平性を害する行為がある場合 

オ 提案にあたり著しく信義に反する行為が認められる場合 

カ その他、本要領において規定した条件を満たしていない場合 

（３）費用負担 

本手続に伴い事業者に係る費用の一切は事業者の負担とする。 

 

９ プロポーザルの辞退 

参加申込時の提出書類を提出した者が本プロポーザルを辞退する場合は、令和6年8月20     

日（火）12時までに事務局へ辞退届【様式第５号】を提出すること。なお、本プロポーザル

を辞退した者は、これを理由として以後に不利益な扱いを受けることはない。 

 

10 企画提案会（プレゼンテーション） 

（１）日時 

令和6年8月29日（木）（予定）指定する時間 

（２）場所 

竹田市役所本庁舎２階庁議室 

※状況によっては、リモートでの実施とすることがある。リモートでの実施となった

場合は、別途通知する。 


